
南国市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱 

 

令和３年 ２月１６日告示第 ２０号  

令和３年 ３月３１日告示第 ５２号  

令和３年１０月１８日告示第１５５号  

令和４年１１月１４日告示第１７１号  

令和６年 ３月２９日告示第 ３７号  

 

 （趣旨） 

第１条 この要綱は、介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第１１５条の４５第１項

に規定する介護予防・日常生活支援総合事業（以下「総合事業」という。）の実施に関し必要な事項を定

めるものとする。 

 （実施する総合事業） 

第２条 本市において実施する総合事業は、次に掲げるとおりとする。 

 (1) 法第１１５条の４５第１項第１号に規定する第１号事業として実施する次に掲げる事業（以下「第１

号事業」という。） 

  ア 法第１１５条の４５第１項第１号イに規定する第１号訪問事業として実施する次に掲げる事業（以

下「第１号訪問事業」という。） 

    (ｱ) 訪問介護相当サービス（地域支援事業実施要綱（平成１８年６月９日付け老発第０６０９００１

号厚生労働省老健局長通知別紙。以下「国要綱」という。）別記１（１）イ（ア）①に規定する訪問

介護員等によるサービスをいう。以下同じ。） 

     (ｲ) 訪問型サービスＡ（国要綱別記１（１）イ（ア）②に規定する主に雇用されている労働者により

提供される訪問型サービスをいう。以下同じ。） 

  イ 法第１１５条の４５第１項第１号ロに規定する第１号通所事業として実施する次に掲げる事業（以

下「第１号通所事業」という。） 

   (ｱ) 通所介護相当サービス（国要綱別記１（１）イ（イ）①に規定する通所介護事業者の従業者によ

るサービスをいう。以下同じ。） 

   (ｲ) 通所型サービスＡ（国要綱別記１（１）イ（イ）②に規定する主に雇用されている労働者又はそ

の労働者とともにボランティアが補助的に加わった形により提供される通所型サービスをいう。以

下同じ。） 

     (ｳ) 通所型サービスＣ（国要綱別記１（１）イ（イ）④に規定する保健・医療の専門職により提供さ

れる３箇月から６箇月までの期間の短期通所型サービスをいう。以下同じ。） 

  ウ 法第１１５条第１項第１号ハに規定する第１号生活支援事業として実施する自立支援型配食サービ

ス（高齢者に対する見守りを伴う栄養改善を目的とした配食を実施するサービスをいう。以下「自立

支援型配食サービス」という。） 

  エ 法第１１５条の４５第１項第１号ニに規定する第１号介護予防支援事業として実施する次に掲げる



事業（以下「第１号介護予防支援事業」という。） 

   (ｱ) ケアマネジメントＡ（国要綱別記１（１）イ（エ）④(a) に規定する介護予防支援と同様のケア

マネジメントをいう。以下同じ。） 

   (ｲ) ケアマネジメントＢ（国要綱別記１（１）イ（エ）④(b) に規定するサービス担当者会議やモニ

タリングを省略したケアマネジメントをいう。以下同じ。） 

   (ｳ) ケアマネジメントＣ（国要綱別記１（１）イ（エ）④(c) に規定する基本的にサービス利用開始

時のみ行うケアマネジメントをいう。以下同じ。） 

 (2)  法第１１５条の４５第１項第２号に規定する事業として実施する次に掲げる事業（以下「一般介護予

防事業」という。） 

  ア 介護予防把握事業（地域の実情に応じて収集した情報等の活用により、閉じこもり等何らかの支援

を要する者を把握し、介護予防活動につなげる事業をいう。） 

  イ 介護予防普及啓発事業（介護予防活動の普及・啓発を行う事業をいう。） 

  ウ 地域介護予防活動支援事業（介護予防に関するボランティアの育成や地域における住民主体の介護

予防活動の育成・支援を行う事業をいう。） 

  エ 一般介護予防事業評価事業（南国市介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等の検証を行い、

一般介護予防事業の事業評価を行う事業をいう。） 

  オ 地域リハビリテーション活動支援事業（地域における介護予防の取組を強化するために、通所、訪

問、住民運営の通いの場等へのリハビリテーション専門職等の関与を促進する事業をいう。） 

 （総合事業の対象者） 

第３条 第１号事業の利用の対象となる者（以下「利用対象者」という。）は、次のとおりとする。 

 (1) 居宅要支援被保険者（法第５３条第１項に規定する居宅要支援被保険者をいう。以下同じ。） 

 (2) 介護保険法施行規則第１４０条の６２の４第２号の規定に基づき厚生労働大臣が定める基準（平成２

７年厚生労働省告示第１９７号）様式第１（以下「基本チェックリスト」という。）の質問項目に対する

回答の結果に基づき、同告示様式第２に掲げるいずれかの基準に該当する第１号被保険者（法第９条第１

号に規定する第１号被保険者をいう。以下同じ。）（２回以上にわたり当該基準の該当の有無を判断した

場合においては、直近の当該基準の該当の有無の判断の際に当該基準に該当した第１号被保険者）（要介

護認定（法第１９条第１項に規定する要介護認定をいう。以下同じ。）を受けた第１号被保険者において

は、当該要介護認定による介護給付に係る居宅サービス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこ

れらに相当するサービスを受けた日から当該要介護認定の有効期間の満了の日までの期間を除く。） 

 (3) 法第４１条第１項に規定する居宅要介護被保険者であって、要介護認定による介護給付に係る居宅サ

ービス、地域密着型サービス及び施設サービス並びにこれらに相当するサービス（以下この号において「要

介護認定によるサービス」という。）を受ける日以前に前２号のいずれかに該当し、次に掲げる第１号事

業のサービスを受けていた者のうち、要介護認定によるサービスを受けた日以降も継続的に当該第１号事

業のサービスを受けるもの（市長が必要と認める者に限る。） 

  ア 訪問型サービスＡ 

  イ 通所型サービスＡ 



  ウ 第５条第３号に掲げる方法により行われる第１号事業であって、補助を通じて行われるもの 

２ 一般介護予防事業の実施の対象となる者は、次のとおりとする。 

 (1) 第１号被保険者 

 (2) 第１号被保険者の支援のための活動に関わる者 

 （事業対象者の認定の有効期間） 

第４条 利用対象者のうち前条第１項第２号に掲げる者（以下「事業対象者」という。）の当該事業対象者

としての認定の有効期間は、基本チェックリストによる事業対象者であることの判断（以下「基本チェッ

クリストの実施」という。）により事業対象者となった日から起算して２年間（当該満了の日が月の末日

でない場合は、当該月の末日まで）とする。 

２ 要支援認定（法第１９条第２項に規定する要支援認定をいう。以下同じ。）を既に受け、かつ、当該要

支援認定の有効期間の満了に当たり、基本チェックリストの実施により事業対象者となった場合における

当該事業対象者としての認定の有効期間は、前項の規定にかかわらず、当該要支援認定の有効期間の満了

の日の翌日から起算して２年間（その満了の日が月の末日でない場合は、当該月の末日まで）とする。 

３ 現に事業対象者である者が、基本チェックリストの実施により事業対象者に該当しないこととなった場

合における当該事業対象者としての認定の有効期間の満了の日は、第１項の規定にかかわらず、当該基本

チェックリストを実施した日の属する月の末日とする。 

 （総合事業の実施） 

第５条 南国市は、総合事業について、直接に実施するほか、次の方法により行うことができる。 

 (1) 利用対象者が、市長が指定する者（以下「指定事業者」という。）の当該指定に係る第１号事業を行

う事業所により行われる当該第１号事業を利用した場合において、当該利用対象者に対し、当該第１号事

業に要した費用について、第１号事業支給費を支給することにより行う方法 

 (2) 総合事業を適切に実施することができるものとして介護保険法施行規則（平成１１年厚生省令第３６

号。以下「省令」という。）第１４０条の６９に規定する基準に適合する者に対して、当該総合事業の実

施を委託して行う方法 

 (3) 省令第１４０条の６２の３第１項第２号の規定により、補助その他の支援を通じて、地域の人材や社

会資源を活用して行う方法 

 （直接実施以外の場合における第１号事業に要する費用の額） 

第６条 前条第１号の規定により指定事業者が実施する場合における第１号訪問事業及び第１号通所事業の

費用の額並びに同条第２号の規定により委託を受ける者が実施する場合における第１号介護予防支援事業

に要する費用の額は、別表に定める基準により算定した単位数を合計したものに１０円を乗じて得た額と

する。 

２ 前条第２号の規定により委託を受ける者が実施する場合における自立支援型配食サービスの額は、１食

当たり２５０円とする。 

 （第１号事業支給費の額） 

第７条 第５条第１号の第１号事業支給費（以下「第１号事業支給費」という。）の額は、次の各号に掲げ

る第１号訪問事業及び第１号通所事業の区分に応じ、当該各号に定めるとおりとする。 



 (1) 第１号訪問事業及び通所型サービスＣを除く第１号通所事業 前条第１項の規定により算定した費用

の額に１００分の９０（法第５９条の２第１項に規定する政令で定める額以上の所得を有する利用対象者

にあっては１００分の８０、同条第２項に規定する政令で定める額以上の所得を有する利用対象者にあっ

ては１００分の７０）を乗じて得た額 

 (2) 第１号通所事業のうち通所型サービスＣ 前条第１項の規定により算定した費用の額 

２ 前項の規定により第１号事業支給費を算定した場合において、その額に１円未満の端数があるときは、

当該端数は切り捨てる。 

 （第１号事業支給費の支給限度額） 

第８条 第１号事業支給費の支給限度額は、次の各号に掲げる利用対象者の区分に応じ、当該各号に定める

額とする。 

 (1)  居宅要支援被保険者 法第５５条第１項に規定する介護予防サービス費等に係る支給限度額の例によ

り算定した額 

 (2) 事業対象者  居宅介護サービス費等区分支給限度基準額及び介護予防サービス費等区分支給限度基準

額（平成１２年厚生省告示第３３号）第２号イに規定する単位数により算定した額。ただし、当該事業対

象者の状態が退院直後で集中的に第１号事業を利用することが自立支援につながると考えられる場合その

他市長が必要と認めた場合は、同号ロに規定する単位数により算定した額とすることができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、通所型サービスＣに係る第１号事業支給費については、支給限度額を設けな

い。 

 （高額介護予防サービス費相当額及び高額医療合算介護予防サービス費相当額の支給） 

第９条 南国市は、指定事業者が実施する第１号事業について、法第６１条第１項に規定する高額介護予防

サービス費及び法第６１条の２第１項に規定する高額医療合算介護予防サービス費に相当する額を支給す

るものとする。 

 （第１号事業支給費の支給） 

第１０条 南国市は、利用対象者が指定事業者が実施する第１号事業を利用したときは、法第１１５条の４

５の３第３項の規定により、利用対象者が指定事業者に支払うべき第１号事業に要した費用について、第

１号事業支給費として当該利用対象者に対し支給すべき額の限度において、当該利用対象者に代わり、当

該指定事業者に支払うものとする。 

２ 前項の規定による支払を行ったときは、法第１１５条の４５の３第４項の規定により、利用対象者に対

し第１号事業支給費の支給を行ったものとみなす。 

３ 第１項の規定による場合における第１号事業支給費の審査及び支払に関する事務は、法第１１５条の４

５の３第６項の規定により、高知県国民健康保険団体連合会に委託して行う。 

 （支給制限） 

第１１条 指定事業者が実施する第１号事業については、法第６６条、第６７条又は第６８条に規定する保

険給付の制限等に準じて、支給の制限を行うものとする。 

 （第１号事業の利用手続） 

第１２条 利用対象者は、第１号事業を利用しようとする場合（法第５３条第１項に規定する指定介護予防



サービス、法第５４条第１項第２号に規定する基準該当介護予防サービス又は法第５４条の２第１項に規

定する指定地域密着型介護予防サービスを併せて利用する場合を含む。）は、介護予防サービス計画作成・

介護予防ケアマネジメント依頼（変更）届出書（様式第１号）により、市長に届け出なければならない。

既に受けている第１号事業の内容を変更しようとする場合も同様とする。 

２ 前項の規定による届出は、利用対象者に代わって、地域包括支援センターが行うことができる。 

 （被保険者証の発行） 

第１３条 市長は、前条第１項前段の規定による届出書を受理した場合は、当該利用対象者を受給者台帳に

登録し、被保険者証を発行するものとする。 

 （指定事業者の指定等） 

第１４条 法第１１５条の４５の５第１項の申請を行おうとする者は、省令第１４０条の６３の５第４項の

規定により厚生労働大臣が定める様式による申請書に必要な書類を添付して、市長に提出しなければなら

ない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、速やかに内容を審査し、指定を行うことを決定したとき

は、総合事業事業者指定通知書（様式第２号）により、当該申請を行った者に通知するものとする。 

３ 指定事業者の指定の期間は、当該指定の日から起算して６年間とする。 

４ 指定事業者の指定を受けた者は、指定を受けた旨を当該指定を受けた事業所の見えやすい場所に掲示し

なければならない。 

 （指定に係る変更等の申請） 

第１５条 指定事業者は、指定に係る申請の内容を変更しようとする場合は、省令第１４０条の６２の３第

３項の規定により厚生労働大臣が定める様式による届出書を市長に提出し、その承認を受けなければなら

ない。 

２ 指定事業者は、その指定に係る事業を廃止し、又は休止しようとするときは、原則として、廃止し、又

は休止しようとする日の１箇月前までに省令第１４０条の６２の３第３項の規定により厚生労働大臣が定

める様式による届出書を市長に提出しなければならない。 

３ 市長は、第１項又は前項の届出書の提出があった場合は、速やかに承認の可否を決定し、承認するとき

は、総合事業変更（廃止・休止）承認通知書（様式第３号）により、当該指定事業者に通知するものとす

る。 

４ 事業を休止した指定事業者は、事業を再開しようとするときは、省令第１４０条の６２の３第３項の規

定により厚生労働大臣が定める様式による届出書を市長に提出し、その承認を受けなければならない。 

５ 市長は、前項の届出書の提出があった場合は、速やかに承認の可否を決定し、承認するときは、総合事

業再開承認通知書（様式第４号）により、当該指定事業者に通知するものとする。 

 （指定の更新） 

第１６条 法第１１５条の４５の６に規定する指定の更新を受けようとする指定事業者は、省令第１４０条

の６３の５第４項の規定により厚生労働大臣が定める様式による申請書を指定の期間の満了の日の１箇月

前までに市長に提出しなければならない。 

２ 市長は、前項の申請書の提出があった場合は、速やかに内容を審査し、指定を更新するときは、総合事



業事業者指定更新通知書（様式第５号）により、当該指定事業者に通知するものとする。 

３ 更新された指定の期間は、指定の日から起算して６年とする 

 （指定の拒否） 

第１７条 市長は、指定事業者の指定を行うことにより、南国市介護保険事業計画に定める総合事業に係る

計画量を超過する場合その他総合事業の円滑かつ適切な実施に支障が生じるおそれがあると認められる場

合は、指定事業者の指定を行わないことができる。 

 （守秘義務） 

第１８条 総合事業に従事する者は、正当な理由なく、その職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。そ

の職を退いた後も同様とする。 

 （報告及び調査） 

第１９条 市長は、総合事業を実施するに当たって、適正かつ積極的な運営を確保するために必要と認める

場合は、指定事業者に対し、法第１１５条の４５の７の規定による報告の命令及び立入調査を行うものと

する。 

２ 市長は、総合事業の委託を行う場合は、委託を受ける者に対して、前項の規定に準じた報告の命令及び

調査が行えるよう、契約書に明記し、必要に応じてそれらを行うものとする。 

 （その他） 

第２０条 この要綱に定めるもののほか、総合事業の実施に関し必要な事項は、市長が別に定める。 

 

  附 則 

 （施行期日） 

１ この要綱は、公布の日から施行する。 

 （南国市介護保険事業者指導監査実施要綱の一部改正） 

２ 南国市介護保険事業者指導監査実施要綱（平成３０年南国市告示第１３１号）の一部を次のように改正

する。 

  第１条中「平成２８年南国市告示第３５号」を「令和３年南国市告示第２０号」に、「第６条第１項第

１号」を「第５条第１号」に、「第２０条」を「第１８条」に改める。  

 （令和３年４月１日から令和３年９月３０日までの間における単位数の特例） 

３ 別表の１(1) アからウまで、２(1) ア並びに(2) ア及びイ並びに３(1) アについては、令和３年４月１

日から令和３年９月３０日までの間に限り、同表に規定するそれぞれの単位数の１０００分の１００１に

相当する数を単位数とする。 

   附 則（令和３年告示第５２号） 

 この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

   附 則（令和３年告示第１５５号） 

 この要綱は、公布の日から施行する。 

   附 則（令和４年告示第１７１号） 

 （施行期日） 



１ この規則は、公布の日から施行する。 

 （経過措置） 

２ この要綱の施行の際現に提出されているこの要綱による改正前の様式第１号による届出書については、

この要綱による改正後の様式第１号による届出書とみなす。 

３ この要綱の施行の際、この要綱による改正前の様式第２号、様式第４号、様式第５号、様式第７号及び

様式第９号による用紙で、現に残存するものは、所要の修正を加え、なお使用することができる。 

   附 則（令和６年告示第３７号） 

 （施行期日） 

１ この規則は、令和６年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、令和６年６月１日から施行す

る。 

 （経過措置） 

２ 第１条の規定による改正後の南国市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱別表の規定は、この要綱

の施行の日以後の利用に係る第１号事業（南国市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱第２条第１号

に規定する第１号事業をいう。以下同じ。）に要する費用の額の算定について適用し、同日前の利用に係

る第１号事業に要する費用の額の算定については、なお従前の例による。 

３ 第２条の規定による改正後の南国市介護予防・日常生活支援総合事業実施要綱別表の規定は、前項ただ

し書に規定する施行の日以後の利用に係る第１号事業に要する費用の額の算定について適用し、同日前の

利用に係る第１号事業に要する費用の額の算定については、なお従前の例による。 

 （南国市介護保険事業者指導監査実施要綱の一部改正） 

４ 南国市介護保険事業者指導監査実施要綱（平成３０年南国市告示第１３１号）の一部を次のように改正

する。 

  第１条中「第１８条」を「第１９条」に改める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 


